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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

２ 【事業の内容】 

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。また、主要な関係会社の異動はありません。 

回次 
第76期 

第１四半期 
連結累計期間 

第77期 
第１四半期 
連結累計期間 

第76期 

会計期間 
自  平成27年4月 1日 
至  平成27年6月30日 

自  平成28年4月 1日 
至  平成28年6月30日 

自  平成27年4月 1日 
至  平成28年3月31日 

売上高 (百万円) 70,405 70,878 280,779 

経常利益 (百万円) 6,780 9,095 18,509 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 4,178 5,489 12,169 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,376 3,693 5,747 

純資産額 (百万円) 312,964 310,197 308,917 

総資産額 (百万円) 385,953 396,921 402,251 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 38.56 51.16 112.39 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 79.8 76.9 75.5 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第1四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第1四半期連結会計期間において、該当事項はありません。 

  
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第1四半期連結累計期間の日本経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、緩やかな回復基調が続いていま

す。 

広告業界におきましては、東京地区のスポット広告の出稿量がおおむね順調に推移したことから、前年同期を上

回りました。 

このような経済状況のなか、当社グループは、テレビ放送事業はもとより、音楽出版事業やその他事業において

も収益確保に努め、当第1四半期連結累計期間の売上高は708億7千8百万円（前年同期比＋0.7％）、売上原価、販売

費及び一般管理費の合計が626億3千9百万円（同△3.1％）となりました結果、営業利益は82億3千9百万円（同＋

43.6％）となりました。また、経常利益は90億9千5百万円（同＋34.1％）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

54億8千9百万円（同＋31.4％）となりました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

①テレビ放送事業 

タイム収入は、アドバタイザーの宣伝活動において柔軟性と効率性を重視する動きから、固定費削減傾向がみら

れました。単発番組につきましては、「サッカー・UEFAユーロ2016」などのセールスで増収を図りましたが、レギ

ュラー番組の減収や、前年同期の「世界フィギュアスケート国別対抗戦2015」の反動減などにより、タイム収入合

計は212億9千3百万円（前年同期比△2.8％）となりました。 

スポット収入は、東京地区の広告出稿量が前年同期を上回ったことや、積極的にプロモーションを行ったことな

どから増収となりました。業種別では「情報・通信」「家電・ＡＶ機器」「薬品・医療用品」などが好調な一方

で、「外食・各種サービス」「事務機器・事務用品」などは減収となりました。以上の結果、スポット収入は270億

4千7百万円（同＋9.6％）となりました。 

また、ＢＳ・ＣＳ収入は62億4千7百万円（同＋1.2％）、番組販売収入は30億6千7百万円（同△4.1％）、その他

収入は44億5千万円（同＋3.2％）となりました。 

以上の結果、テレビ放送事業の売上高は621億7百万円（同＋3.0％）、番組制作費の減少などにより営業費用は

544億1千4百万円（同△1.5％）となりました結果、営業利益は76億9千3百万円（同＋53.5％）となりました。 

  

②音楽出版事業 

前年同期に開催した「ケツメイシ」及び「湘南乃風」のコンサートツアーの反動減などにより、音楽出版事業の

売上高は21億1千5百万円（前年同期比△45.8％）、営業費用は20億2千9百万円（同△40.3％）となりました結果、

営業利益は8千5百万円（同△83.2％）となりました。 

  

③その他事業 

平成28年4月11日より本開局したインターネットテレビ局「ＡｂｅｍａＴＶ」向けのコンテンツ提供に伴いインタ

ーネット事業が増収となったことなどにより、その他事業の売上高は95億9千5百万円（前年同期比＋9.2％）、営業

費用は90億3千8百万円（同＋6.1％）となりました結果、営業利益は5億5千7百万円（同＋110.1％）となりました。
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(2) 財政状態の分析 

当第1四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末比53億2千9百万円減の3,969億2千1百万円となりまし

た。これは、たな卸資産が20億4千3百万円増加したものの、現金及び預金が49億1千6百万円、受取手形及び売掛金

が38億2千3百万円減少したことなどによります。 

負債合計は、前連結会計年度末比66億1千万円減の867億2千4百万円となりました。これは、支払手形及び買掛金

が37億4千万円減少したこと、未払法人税等が18億1千1百万円減少したことなどによります。また、純資産合計は、

前連結会計年度末比12億8千万円増の3,101億9千7百万円となりました。この結果、自己資本比率は76.9％となりま

した。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

また、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を以下のとおり定めて

おります。 

  

 ＜当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針＞ 

当社は民間放送局を傘下にもつ認定放送持株会社として、放送法・電波法・国民保護法の要請をはじめとして、

放送の公共性・公益性を常に自覚し、事業子会社が国民生活に必要な情報と健全な娯楽を提供することによる文化

の向上に努め、不偏不党の立場を堅持し、民主主義の発展に貢献することができるよう持株会社としての管理を行

い、適切・公正な手法により利潤を追求しております。また、傘下の放送を担う子会社が、放送の公共的使命を果

たしながら企業活動を行い、共通の理念を持つ人材の育成と確保、ステークホルダーとの信頼関係の保持、放送

局・報道機関としての使命の全う、及び、これらを前提にして、社会のニーズに適うコンテンツを制作・発信し続

けることができるよう、適切な管理を行っていくことが企業価値の源泉であると確信し、事業活動を行っておりま

す。 

さらに、当社及び当社グループ会社（以下「当社グループ」といいます。）が構築してきたコーポレートブラン

ドや当社の企業価値・株主共同の利益を、確保・向上させていくために、（ⅰ）放送・その他の事業を通じて子会

社が提供する情報やコンテンツが社会から信頼され、求められていることが、当社グループの存立基盤であるとの

認識を持って、企業活動を発展的に継承していくこと、（ⅱ）さらに、これら一連の企業活動は、当社グループの

中核となる放送事業の特質を活かしながら、その他の事業とともに、情報・コンテンツをさらに魅力的かつ社会か

ら求められるようにするために行われるものであること、（ⅲ）そのために必要な企業活動の基盤を整備するこ

と、及び（ⅳ）安定的な財務体質を維持することが必要不可欠であると考えております。 

以上のような基本方針に沿って、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体

的方策として、当社は中長期的戦略目標とこれを実現するための経営計画を立案、実行するとともに、取締役会の

監督機能の強化などコーポレート・ガバナンスの向上を図り、放送事業者を傘下に持つ認定放送持株会社としての

公共性・公益性の堅持を前提としたうえで、当社グループの企業価値ひいては株主をはじめとするステークホルダ

ーの利益の長期安定的な向上に努めております。 

なお、当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社の取締役会の賛同を得ずに行

われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否

定するものではありません。 

また、株式会社の支配権の移転をともなう買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基

づき行われるべきものと考えています。 

しかしながら、株式の大量取得行為の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益を害するおそれのあるもの

も少なくありません。このため、当社取締役会は、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な

う大量取得行為に対しては、必要かつ相当な対抗をすること等適切な措置を講ずることにより、当社グループの企

業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。 
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従って、大量取得行為を行おうとする者に対しては、大量取得行為の是非を株主のみなさまが適切に判断するた

めに必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示し、株主のみなさまの検討のための

時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関係法令の許容する範囲内において、適切な措置を

講じてまいります。 

なお、上記の取り組みは、当社の基本方針に沿うものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第1四半期連結累計期間の研究開発費の総額は10百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 300,000,000 

計 300,000,000 
 

種類 
第1四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年6月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年8月12日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 108,529,000 108,529,000 
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数は100株
であります。 

計 108,529,000 108,529,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年4月 1日～ 
平成28年6月30日 

― 108,529,000 ― 36,642 ― 70,170 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成28年3月31日現在で記載しております。 

① 【発行済株式】 

 平成28年3月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数4個が含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

 平成28年3月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 1,069,100
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

107,454,800
 

1,074,548 ― 

単元未満株式 
普通株式 

5,100
 

― ― 

発行済株式総数 108,529,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 1,074,548 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社テレビ朝日 
ホールディングス 

東京都港区六本木6－9－1 1,069,100 ― 1,069,100 1.0

計 ― 1,069,100 ― 1,069,100 1.0
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第４ 【経理の状況】 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(平成28年4月1日から平成28年6

月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成28年4月1日から平成28年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 25,272 20,355 

    受取手形及び売掛金 79,586 75,763 

    有価証券 54,824 55,317 

    たな卸資産 9,442 11,485 

    その他 13,450 14,963 

    貸倒引当金 △88 △83 

    流動資産合計 182,487 177,803 

  固定資産     

    有形固定資産     

      土地 39,703 39,703 

      その他（純額） 50,051 49,493 

      有形固定資産合計 89,755 89,196 

    無形固定資産     

      その他 8,836 8,497 

      無形固定資産合計 8,836 8,497 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 102,286 102,359 

      その他 19,032 19,209 

      貸倒引当金 △146 △146 

      投資その他の資産合計 121,172 121,423 

    固定資産合計 219,763 219,117 

  資産合計 402,251 396,921 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 10,389 6,648 

    未払法人税等 4,723 2,911 

    役員賞与引当金 54 11 

    その他 49,348 48,875 

    流動負債合計 64,516 58,447 

  固定負債     

    役員退職慰労引当金 309 214 

    退職給付に係る負債 16,421 16,530 

    その他 12,087 11,531 

    固定負債合計 28,817 28,276 

  負債合計 93,334 86,724 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 36,642 36,642 

    資本剰余金 70,168 70,257 

    利益剰余金 181,694 185,080 

    自己株式 △2,577 △2,577 

    株主資本合計 285,927 289,403 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 21,531 20,792 

    繰延ヘッジ損益 1,855 577 

    為替換算調整勘定 △1 △41 

    退職給付に係る調整累計額 △5,456 △5,326 

    その他の包括利益累計額合計 17,928 16,001 

  非支配株主持分 5,060 4,792 

  純資産合計 308,917 310,197 

負債純資産合計 402,251 396,921 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 70,405 70,878 

売上原価 48,862 46,437 

売上総利益 21,543 24,441 

販売費及び一般管理費 15,806 16,202 

営業利益 5,737 8,239 

営業外収益     

  受取利息 39 35 

  受取配当金 705 650 

  その他 326 241 

  営業外収益合計 1,071 927 

営業外費用     

  会員権評価損 4 16 

  為替差損 - 33 

  その他 24 21 

  営業外費用合計 28 72 

経常利益 6,780 9,095 

税金等調整前四半期純利益 6,780 9,095 

法人税等 2,551 3,474 

四半期純利益 4,228 5,620 

非支配株主に帰属する四半期純利益 50 130 

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,178 5,489 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

四半期純利益 4,228 5,620 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 745 △681 

  繰延ヘッジ損益 343 △1,278 

  為替換算調整勘定 △1 △39 

  退職給付に係る調整額 54 130 

  持分法適用会社に対する持分相当額 6 △56 

  その他の包括利益合計 1,147 △1,926 

四半期包括利益 5,376 3,693 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 5,325 3,562 

  非支配株主に係る四半期包括利益 50 131 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

  

  
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年4月 1日 
  至 平成28年6月30日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日。以下「回

収可能性適用指針」という。）を当第1四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処

理の方法の一部を見直しております。 

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、

当第1四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項（3）①から③に該当する定めを適用した

場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額

を、当第1四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しております。 

この結果、当第1四半期連結会計期間の期首において、投資その他の資産の「その他」に含まれる繰延税金資産

及び利益剰余金がそれぞれ45百万円増加しております。 
 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年4月 1日 
 至 平成28年6月30日) 

１ 税金費用の計算 

税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によ

っております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合に

は、法定実効税率を使用する方法によっております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

１ 保証債務(銀行借入保証) 

下記の者の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

前第１四半期連結累計期間(自  平成27年4月1日  至  平成27年6月30日) 

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結累計期間(自  平成28年4月1日  至  平成28年6月30日) 

１ 配当金支払額 

  

２ 基準日が当第1四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第1四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成28年3月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年6月30日) 

従業員住宅資金融資保証 671百万円 656百万円 
 

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年4月 1日 
至  平成27年6月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成28年4月 1日 
至  平成28年6月30日) 

減価償却費 2,523百万円 2,271百万円 

のれんの償却額 87百万円 87百万円 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年6月26日 
定時株主総会 

普通株式 1,627 15 平成27年3月31日 平成27年6月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,149 20 平成28年3月31日 平成28年6月30日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成27年4月1日  至  平成27年6月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益の調整額△45百万円は、セグメント間取引消去△20百万円、当社における子会社からの収入

528百万円及び全社費用△553百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に係る費用

であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成28年4月1日  至  平成28年6月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

(注) １ セグメント利益の調整額△96百万円は、セグメント間取引消去△52百万円、当社における子会社からの収入

476百万円及び全社費用△519百万円であります。全社費用は、主に提出会社のグループ経営管理に係る費用

であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

報告セグメント 
調整額 
(百万円) 
(注1) 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(百万円) 
(注2) 

テレビ放送 
事業 

(百万円) 

音楽出版 
事業 

(百万円) 

その他 
事業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

売上高             

  外部顧客への売上高 59,698 3,829 6,877 70,405 ― 70,405 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

577 75 1,908 2,561 △2,561 ― 

計 60,276 3,905 8,785 72,967 △2,561 70,405 

セグメント利益 5,012 505 265 5,783 △45 5,737 
 

  

報告セグメント 
調整額 
(百万円) 
(注1) 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(百万円) 
(注2) 

テレビ放送 
事業 

(百万円) 

音楽出版 
事業 

(百万円) 

その他 
事業 

(百万円) 

計 
(百万円) 

売上高             

  外部顧客への売上高 61,580 2,010 7,287 70,878 ― 70,878 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

526 104 2,307 2,939 △2,939 ― 

計 62,107 2,115 9,595 73,818 △2,939 70,878 

セグメント利益 7,693 85 557 8,335 △96 8,239 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年4月 1日 
 至 平成27年6月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年4月 1日 
 至 平成28年6月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 38.56円 51.16円 

(算定上の基礎)     

親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(百万円) 

4,178 5,489 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(百万円) 

4,178 5,489 

普通株式の期中平均株式数(千株) 108,362 107,293 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年8月12日

株式会社テレビ朝日ホールディングス 

取締役会  御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テレビ朝

日ホールディングスの平成28年4月1日から平成29年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間(平成28年4月1

日から平成28年6月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成28年4月1日から平成28年6月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テレビ朝日ホールディングス及び連結子会社の平成28年6

月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    西 田 俊 之    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    中 村 太 郎    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    川 村 英 紀  印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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【表紙】   
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【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年8月12日 

【会社名】 株式会社テレビ朝日ホールディングス 

【英訳名】 TV Asahi Holdings Corporation  

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼ＣＥＯ 早 河  洋 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区六本木六丁目9番1号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役会長兼ＣＥＯ 早河洋は、当社の第77期第1四半期（自  平成28年4月1日  至  平成28年6月30日）

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

特記すべき事項はありません。 
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